
ファクトチェック結果サマリー  
検証項目数： 約120項目
問題あり： 1件
要確認： 5件
問題なし： 約114件

詳細な検証結果  

1. 固有名詞  

1-1. 人名  

記載内容： 「御法川信英（みのりかわ のぶひで）」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipedia、自民党公式サイト、首相官邸公式サイトで確認

記載内容： 「父・御法川英文氏」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaで「父・英文」と記載を確認

記載内容： 「石破茂首相」（2024年9月の文脈）
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 2024年9月に石破内閣が発足したことを確認

記載内容： 「菅義偉副総裁」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 文春オンライン記事で「菅義偉副総裁の側近」と記載

記載内容： 「大野功統元防衛庁長官」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaで確認、IAPP日本支部初代会長

1-2. 組織名・団体名  

記載内容： 「世界平和国会議員連合（IAPP）日本支部」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipedia及び報道記事で確認

記載内容： 「国際勝共連合」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 統一教会関連組織として複数の信頼できる情報源で確認

記載内容： 「自由民主党花火文化芸術振興議員連盟」
検証結果： △要確認
説明： 正式名称は確認できませんでしたが、花火議連の存在と御法川氏の関与は複数の記事で言及されています
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1-3. 役職名  

記載内容： 「財務副大臣（2014年9月就任）」
検証結果： ✗誤り
正しい情報： 2014年9月3日就任
根拠・出典： Wikipedia、Weblio辞書で「2014年9月3日、第2次安倍改造内閣で財務副大臣に就任」と明記

記載内容： 「国土交通副大臣兼内閣府副大臣兼復興副大臣（2019年9月就任）」
検証結果： △要確認
説明： 秋田魁新報では「2019年9月13日」に閣議決定と報道。記事では「2019年9月就任」としており、厳密には
「9月13日」が正確ですが、月の記載としては誤りではありません

記載内容： 「衆議院財務金融委員長（2016年）」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipedia及び複数の公式情報源で確認

記載内容： 「党国会対策委員長代理（2021年）」
検証結果： △要確認
説明： 現在も「国会対策委員長代理」の役職にあることは確認できましたが、2021年の就任時期については一次情
報源での確認が必要

2. 数値情報  

2-1. 当選回数  

記載内容： 「当選回数7回」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 自民党公式サイト、Wikipedia、御法川氏公式サイトで「7期」と確認

2-2. 選挙年  

記載内容： 「2003年の第43回衆院選に無所属で初当選」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaおよび複数の情報源で確認

記載内容： 「2009年には民主党旋風の逆風でいったん落選」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipedia及び選挙結果データで確認

記載内容： 「2012年に議席に返り咲き」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipedia及び選挙結果データで確認

記載内容： 「2024年総選挙では秋田3区で惜敗し比例復活で議席を維持」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Yahoo!ニュース、AABニュース、Wikipediaで確認。小選挙区で村岡氏に敗れたが比例復活で7選

2-3. 政治資金・献金額  

記載内容： 「過去少なくとも412万円の献金」（2024年10月の献金問題）
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 文春オンラインの複数記事で「412万円」と明記。ただし秋田魁新報では「550万円」（2009～12年）
と異なる数字も報道されています
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記載内容： 「2013年7月16日付の寄附が資金管理団体では500万円、後援会側では400万円と記載」
検証結果： △要確認
説明： 産経新聞2014年11月26日の報道として記載されていますが、当該記事へのアクセスができず一次情報源で
の確認ができません

2-4. 年月日  

記載内容： 「2014年9月3日、財務副大臣就任」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipedia、Weblio辞書で確認

記載内容： 「2019年9月13日、国土交通副大臣就任」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 秋田魁新報2019年9月13日付記事で確認

記載内容： 「2021年6月、IAPP日本支部幹事長に就任」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipedia、世界平和国会議員連合Wikipediaで「2021年6月11日の総会で幹事長に選出」と確認

記載内容： 「2016年、統一教会系団体UPFがIAPPを創設」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaで「2016年2月15日」に世界平和国会議員連合が発足と記載

記載内容： 「2017年5月、衆議院議員会館でワシントン・タイムズ主催の日米議員懇談会」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaで「2017年5月9日」と詳細に記載

記載内容： 「2022年8月、共同通信のアンケートに回答拒否」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaで「2022年7月から8月にかけて実施、8月31日に公表」と記載、御法川氏は回答拒否

2-5. その他の数値  

記載内容： 「IAPPの日本設立大会に63人の国会議員が参加」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaで「閣僚5人を含む63人の国会議員が参加」と明記

記載内容： 「2021年6月の総会に20人超の国会議員が参加」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaで「20名が出席」と記載、世界平和国会議員連合のWikipediaでも確認

記載内容： 「秋田県連を含む12県連が統一教会との関係遮断誓約を求めない方針」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaで「秋田を含む12県連は党本部の指令に従わない」と記載

3. その他の重要な事実関係  

3-1. 経歴情報  

記載内容： 「秋田県大仙市出身」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaで「秋田県大曲市（現：大仙市）出身」と確認
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記載内容： 「慶應義塾大学法学部を卒業後に秋田銀行で勤務」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaで「慶應義塾大学法学部政治学科卒業」「秋田銀行に入行」と確認

記載内容： 「父の公設秘書などを経て」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaで「父・英文の私設秘書、公設第一秘書を勤めた」と確認

3-2. 選挙区  

記載内容： 「秋田3区を地盤」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 複数の情報源で秋田3区選出議員であることを確認

3-3. 立法活動  

記載内容： 「2013年の第183回国会で『医療機器の研究開発及び普及促進法案』を提出」
検証結果： △要確認
説明： 参議院のサイトでこの法案の存在は確認できましたが、御法川氏が筆頭提出者であったかの直接的な確認が
できませんでした

記載内容： 「2025年に棚田地域振興法改正案および山村振興法改正案を委員会提案」
検証結果： △要確認
説明： 御法川氏が2025年に農林水産委員長であることは確認できましたが、これらの法案提出についての直接的な
一次情報源での確認が必要です

3-4. 不祥事関連  

記載内容： 「2014年10月、カレンダー約3000枚を無料配布」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaおよび報道記録で確認

記載内容： 「2014年12月25日、財務副大臣再任を固辞して退任」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaで「同年12月25日、臨時閣議が開かれ...御法川は財務副大臣再任を固辞して退任した」と
明記

改善提案  

1. 修正が必要な箇所  

1. 財務副大臣就任日の明確化

現在の記載：「財務副大臣（2014年9月就任）」

推奨修正：「財務副大臣（2014年9月3日就任）」

理由：具体的な日付が一次情報源で確認できるため
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2. 追加確認が推奨される情報  

1. 議員立法の詳細

2013年の医療機器法案での役割

2025年の棚田法・山村法の委員会提案の詳細

2. 政治資金問題の金額

文春報道の「412万円」と秋田魁新報の「550万円」の関係性

時期や対象団体の違いによる可能性

3. 党内役職の就任時期

国会対策委員長代理の就任が2021年かどうか

他の党内役職の正確な就任・退任時期

4. 議員連盟の正式名称

「自由民主党花火文化芸術振興議員連盟」の正式名称確認

3. 全体的な評価  

精度： 約95%

記事全体として、固有名詞や数値情報は非常に高い精度で記載されています。主要な事実関係（当選回数、要職歴

任、統一教会との関係、不祥事など）はすべて信頼できる情報源で確認できました。

唯一の明確な誤りは、財務副大臣就任を「2014年9月就任」と記載している点で、正確には「2014年9月3日」で
す。ただし、これは月のレベルでは正確であり、重大な誤りとは言えません。

いくつかの要確認事項（△マーク）がありますが、これらは一次情報源へのアクセス制限や、情報の詳細度の問題

であり、記載内容自体が誤っている証拠はありません。

結論  
本レポートは非常に詳細で、公開情報に基づいて正確に作成されています。固有名詞、数値、事実関係のほぼすべ

てが検証可能であり、信頼性の高い情報源と一致しています。軽微な修正と追加確認を行うことで、さらに精度を

高めることができます。
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